
市区町村名：

１．令和７年度以降の保育需要と提供体制

都道府県 高知県 担当者名

市区町村 高知市 電話番号

所属（課・室） こども未来部　保育幼稚園課メールアドレス

保育提供区域 複数区域 ←プルダウン選択してください。複数区域を選択した場合は、様式１－２のシートをつけて提出してください。

令和7年4月1日 令和8年4月1日 令和9年4月1日 令和10年4月1日 令和11年4月1日

実績 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数

０ 歳 児 1,575. 1,791. 1,740. 1,700. 1,660.

１・２歳児 3,559. 3,508. 3,622. 3,520. 3,430.

３歳以上児 6,155. 5,871. 5,498. 5,282. 5,164.

合 計 11,289. 11,170. 10,860. 10,502. 10,254.

０ 歳 児 340. 381. 364. 349. 336.

１・２歳児 2,937. 2,942. 3,076. 3,032. 2,996.

３歳以上児 5,473. 5,315. 5,075. 4,959. 4,945.

合 計 8,750. 8,638. 8,515. 8,340. 8,277.

０ 歳 児 21.6% 21.3% 20.9% 20.5% 20.2%

１・２歳児 82.5% 83.9% 84.9% 86.1% 87.3%

３歳以上児 88.9% 90.5% 92.3% 93.9% 95.8%

合 計 77.5% 77.3% 78.4% 79.4% 80.7%

０ 歳 児 1,008. 990. 990. 990. 984.

１・２歳児 3,465. 3,404. 3,404. 3,404. 3,371.

３歳以上児 6,033. 5,999. 5,999. 5,999. 5,945.

合 計 10,506. 10,393. 10,393. 10,393. 10,300.

０ 歳 児 1. 1.

１・２歳児 8. 8.

３歳以上児 0. 0.

合 計 9. 9.
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増田　滉大

088-855-43

kc-130100@city.kochi.lg.jp

保育提供区域の
設定の考え方

利用施設の立地条件として，自宅又は勤務先への通勤途上を選択するケースが多く，中心市街地は勤務先となる事業所が一
定集中していることから，中心市街地から東西に区域を分割，また沿岸地域を南部，中山間地域を北部の計４区域とし，利
用実態に即した区域設定とする。
【東部：南街,北街,下知,江ノ口,五台山,高須,布師田,一宮,秦,大津,介良】
【西部：上街,高知街,小高坂,旭街,潮江,初月,朝倉,鴨田】
【南部：三里,長浜,御畳瀬,浦戸,春野】
【北部：鏡，土佐山】

保育提供体制の確保のための実施計画（市区町村全域） 高知市

作成対象：全市区町村

　担当者連絡先

資料 2-3 



【申込者数（保育ニーズ）算定の考え方】

０歳児

１・２歳児

３歳以上児

要素の有無

要素の説明

２．期間中における整備内容及び定員増減の予定

定員増加を図る施設 定員減少を図る施設
定員増減数
（差引合計）

検算用
（「1．令和7年度以降の保育需
要と提供体制」の利用定員数
（整備量）の前年度比）

エラーチェック
（当セルにおいて、エラーが生
じた場合は、必ず右記の※留意
事項をご確認いただき、エラー
が生じていない状態でご提出く

ださい。）

令和7年度

令和8年度 0.0 0.0 0.0 0.0 ○

0歳児 0.0 0.0 0.0 0.0 ○

1・2歳児 0.0 0.0 0.0 0.0 ○

3歳以上児 0.0 0.0 0.0 0.0 ○

令和9年度 0.0 0.0 0.0 0.0 ○

0歳児 0.0 0.0 0.0 0.0 ○

1・2歳児 0.0 0.0 0.0 0.0 ○

3歳以上児 0.0 0.0 0.0 0.0 ○

令和10年度 0.0 -93.0 -93.0 -93.0 ○

0歳児 0.0 -6.0 -6.0 -6.0 ○

1・2歳児 0.0 -33.0 -33.0 -33.0 ○

3歳以上児 0.0 -54.0 -54.0 -54.0 ○

無し ←プルダウン選択してください。

（例）
①大規模マンションの建設
令和○年に○○駅前（○○区域）に○○戸規模のマンションが完成予定で、就学前児童数が〇〇人増加する見込みのため、令和〇年以降

の就学前児童数に加味した。

②宅地開発
○○区域において子育て世帯・共働き世帯の流入が増加しているため、令和○年以降の就学前児童数に加味した。

③女性就業率の上昇
○○調査結果に基づき女性就業率の伸び率が今後上昇すると見込んでいるため、申込者数の過去３年平均の伸び率に＋〇％した。

作成対象：全市区町村

＜集計表（自動転記）＞
以下の①及び②で記載した詳細について、0歳児、1・2歳児、3歳以上児における令和8年度以降の定員増加を図る施設及び定員減少を図る施設の内訳を記入すること。
「1．令和７年度以降の保育需要と提供体制」における利用定員数の前年度比と「2．期間中における整備内容及び定員増減の予定」における各年度の「定員増減数（差引合計）」は一致させるこ
と（詳細は印刷範囲外右記の留意事項を参照）。

加味する要素

○「１.令和７年度以降の保育需要と提供体制の利用定員数（整備量）」にて計画した整備内容及び
定員増減の予定を以下に記載すること。※過年度（令和7年度）のみの整備内容は記入不要。

○令和8年度の就学前教育・保育施設等整備交付金の協議や保育所等改修費等支援事業の交付申請にあたっては、
以下に記載する整備・改修予定の施設と整合をとること（定員の増減が生じない整備等は記載不要とする）。

作成対象：全市区町村

申込者数（保育ニーズ）の算定式 算定式に用いた要素の推計方法

（算定式の例）
　就学前児童数×申込率

（文例）
○就学前児童数
・令和○年○月時点の人口推計を使用
・過去○年の就学前児童数の増加・減少率の平均を使用

○申込率
・令和○年○月に実施したニーズ調査により見込んだ申込率を使用
・過去○年の申込率の増加・減少率の平均を使用

○毎年度、前年度までの見込みと実績を比較し、乖離が生じている場合には、その要因を精査・分析し、
必要に応じて推計方法の見直しを行うこと。

○各市区町村の実情に応じた適切な方法に基づき、算定すること。

算定式

就学前児童数×申込率

○就学前児童数
・令和７年４月時点の人口推計を使用

○申込率
・令和７年から過去６年(新制度以降)の申込児童数の伸び率（平均）を使用

同上

○就学前児童数
・令和７年４月時点の人口推計を使用

○申込率
・令和７年から過去６年(新制度以降)の申込児童数の伸び率（平均）を使用

同上

○就学前児童数
・令和７年４月時点の人口推計を使用

○申込率
・令和７年から過去６年(新制度以降)の申込児童数の伸び率（平均）を使用



＜表①就学前教育・保育施設等整備交付金の協議や保育所等改修費等支援事業の交付申請を行う場合（定員変更を伴う整備及び定員変更を伴わないが「人口減少対策」の採択による財政支援を受けようとしている整備に限る）＞

高知県 施設名称(a) 施設種別(b) 整備区分(c) 定員増減数（数のみ）(d)
(d)のうち
0歳児(e)

(d)のうち
1・2歳児(f)

(d)のうち
3歳以上児(g)

整備年度(h)
令和8年度(i)

整備年度(h)
令和9年度(j)

整備年度(h)
令和10年度(k)

定員増減が発生する年度(l) 活用事業(m) 実施区域(n)

高知市
○○園
（補助金等の申請書類におけ
る名称と揃えること。令和９
年度以降は未定も可とする）

認定こども園
（令和9年以降は未定も可と
する）

その他定員変更を伴う整備 -5 -10 15 -10

該当する場合は「○」を選択
（複数年度整備を行う場合には、該当す
る全ての年度について「○」を選択する
こと）

該当する場合は「○」を選択
（複数年度整備を行う場合には、該当す
る全ての年度について「○」を選択する
こと）

該当する場合は「○」を選択
（複数年度整備を行う場合には、該当す
る全ての年度について「○」を選択する
こと）

令和10年度
(例えば、R9年4月2日～R10年4月1日までに定
員増減が発生する場合には「令和9年度」、
R10年4月2日～R11年4月1日に定員増減が発生
する場合には「令和10年度」を選択するこ
と。詳細は右記の留意事項を参照。）

保育所等改修費等支援事業
（令和9年以降は未定も可とする）

全域
複数区域名

No.1 0

No.2 0

No.3 0

No.4 0

No.5 0

No.6 0

No.7 0

No.8 0

No.9 0

No.10 0

No.11 0

No.12 0

No.13 0

No.14 0

No.15 0

No.16 0

No.17 0

No.18 0

No.19 0

No.20 0

No.21 0

No.22 0

No.23 0

No.24 0

No.25 0

No.26 0

No.27 0

No.28 0

No.29 0

No.30 0

No.31 0

No.32 0

No.33 0

No.34 0

No.35 0

No.36 0

No.37 0

No.38 0

No.39 0

No.40 0

No.41 0

No.42 0

No.43 0

No.44 0

No.45 0

No.46 0

No.47 0

No.48 0

No.49 0

No.50 0

＜表②①以外の定員増減の予定＞

施設名称(a) 施設種別(b) 実施内容(c) 定員増減数（数のみ）(d) (d)のうち　0歳児(e)
(d)のうち　1・2歳児
(f)

(d)のうち　3歳以上児
(g)

実施内容（c）を行う年度(h) 定員増減が発生する年度（i） （c）の具体的な内容と理由（j）

高知県 △△保育所
(未定も可とする）

保育所
（令和9年以降は未定も可と
する。自由記述）

閉園 -10 -5 5 -10 令和8年度

令和9年度

(例えば、R9年4月2日～R10年4月1日まで
に定員増減が発生する場合には「令和9
年度」、R10年4月2日～R11年4月1日に定
員増減が発生する場合には「令和10年
度」を選択すること。詳細は右記の留意
事項を参照。）

児童数の減少により閉園

高知市 ○○保育所
(未定も可とする）

保育所
（令和9年以降は未定も可と
する。自由記述）

定員変更 0 7 0 -7 令和8年度 令和8年度
（同上の通り）

0歳児の受け皿拡大のため3歳以上児を縮小

No.1 ちより保育園 保育所 閉園 -93 -6 -33 -54 令和11年度以降 令和10年度

No.2 0

No.3 0

No.4 0

No.5 0

No.6 0

No.7 0

No.8 0

No.9 0

No.10 0

No.11 0

No.12 0

No.13 0

No.14 0

No.15 0

No.16 0

No.17 0

No.18 0

No.19 0

No.20 0

No.21 0

No.22 0

No.23 0

No.24 0

No.25 0

No.26 0

No.27 0

No.28 0

No.29 0

No.30 0

No.31 0

No.32 0

No.33 0

No.34 0

No.35 0

No.36 0

No.37 0

No.38 0

No.39 0

No.40 0

No.41 0

No.42 0

No.43 0

No.44 0

No.45 0

No.46 0

No.47 0

No.48 0

No.49 0

No.50 0

施設の老朽化のための閉園



保育提供区域名：

上記の保育提供区域名はシート名から自動転記されます　シート名例）◎△△区　×様式1－2（△△区））↑

１．令和７年度以降の保育需要と提供体制（保育提供区域を複数設定している市区町村のみ提出）

令和7年4月1日 令和8年4月1日 令和9年4月1日 令和10年4月1日 令和11年4月1日

実績 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数

０ 歳 児 779. 760. 745. 729.

１・２歳児 1,454. 1,528. 1,493. 1,459.

３歳以上児 2,380. 2,205. 2,132. 2,075.

合 計 4,613. 4,493. 4,370. 4,263.

０ 歳 児 180. 177. 174. 171.

１・２歳児 1,231. 1,311. 1,299. 1,286.

３歳以上児 2,191. 2,064. 2,028. 2,007.

合 計 3,602. 3,552. 3,501. 3,464.

０ 歳 児 23.1% 23.3% 23.4% 23.5%

１・２歳児 84.7% 85.8% 87.0% 88.1%

３歳以上児 92.1% 93.6% 95.1% 96.7%

合 計 78.1% 79.1% 80.1% 81.3%

０ 歳 児 402. 402. 402. 396.

１・２歳児 1,399. 1,399. 1,399. 1,366.

３歳以上児 2,432. 2,432. 2,432. 2,378.

合 計 4,233. 4,233. 4,233. 4,140.

０ 歳 児 1.

１・２歳児 3.

３歳以上児 0.

合 計 4.
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保育提供体制の確保のための実施計画（保育提供区域） 東部

年齢



保育提供区域名：

上記の保育提供区域名はシート名から自動転記されます　シート名例）◎△△区　×様式1－2（△△区））↑

１．令和７年度以降の保育需要と提供体制（保育提供区域を複数設定している市区町村のみ提出）

令和7年4月1日 令和8年4月1日 令和9年4月1日 令和10年4月1日 令和11年4月1日

実績 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数

０ 歳 児 822. 798. 781. 764.

１・２歳児 1,684. 1,692. 1,643. 1,603.

３歳以上児 2,789. 2,661. 2,547. 2,512.

合 計 5,295. 5,151. 4,971. 4,879.

０ 歳 児 164. 153. 144. 136.

１・２歳児 1,397. 1,428. 1,410. 1,400.

３歳以上児 2,513. 2,446. 2,388. 2,403.

合 計 4,074. 4,027. 3,942. 3,939.

０ 歳 児 20.0% 19.2% 18.4% 17.8%

１・２歳児 83.0% 84.4% 85.8% 87.3%

３歳以上児 90.1% 91.9% 93.8% 95.7%

合 計 76.9% 78.2% 79.3% 80.7%

０ 歳 児 454. 454. 454. 454.

１・２歳児 1,584. 1,584. 1,584. 1,584.

３歳以上児 2,804. 2,804. 2,804. 2,804.

合 計 4,842. 4,842. 4,842. 4,842.

０ 歳 児 0.

１・２歳児 5.

３歳以上児 0.

合 計 5.
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保育提供体制の確保のための実施計画（保育提供区域） 西部

年齢



保育提供区域名：

上記の保育提供区域名はシート名から自動転記されます　シート名例）◎△△区　×様式1－2（△△区））↑

１．令和７年度以降の保育需要と提供体制（保育提供区域を複数設定している市区町村のみ提出）

令和7年4月1日 令和8年4月1日 令和9年4月1日 令和10年4月1日 令和11年4月1日

実績 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数

０ 歳 児 185. 177. 169. 162.

１・２歳児 362. 390. 372. 356.

３歳以上児 677. 615. 581. 563.

合 計 1,224. 1,182. 1,122. 1,081.

０ 歳 児 36. 33. 30. 28.

１・２歳児 305. 329. 315. 302.

３歳以上児 592. 546. 524. 516.

合 計 933. 908. 869. 846.

０ 歳 児 19.5% 18.6% 17.8% 17.3%

１・２歳児 84.3% 84.4% 84.7% 84.8%

３歳以上児 87.4% 88.8% 90.2% 91.7%

合 計 76.2% 76.8% 77.5% 78.3%

０ 歳 児 125. 125. 125. 125.

１・２歳児 393. 393. 393. 393.

３歳以上児 763. 763. 763. 763.

合 計 1,281. 1,281. 1,281. 1,281.

０ 歳 児 0.

１・２歳児 0.

３歳以上児 0.

合 計 0.
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保育提供体制の確保のための実施計画（保育提供区域） 南部

年齢



保育提供区域名：

上記の保育提供区域名はシート名から自動転記されます　シート名例）◎△△区　×様式1－2（△△区））↑

１．令和７年度以降の保育需要と提供体制（保育提供区域を複数設定している市区町村のみ提出）

令和7年4月1日 令和8年4月1日 令和9年4月1日 令和10年4月1日 令和11年4月1日

実績 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数 見込み・計画数

０ 歳 児 5. 5. 5. 5.

１・２歳児 8. 12. 12. 12.

３歳以上児 25. 17. 22. 14.

合 計 38. 34. 39. 31.

０ 歳 児 1. 1. 1. 1.

１・２歳児 9. 8. 8. 8.

３歳以上児 19. 19. 19. 19.

合 計 29. 28. 28. 28.

０ 歳 児 20.0% 20.0% 20.0% 20.0%

１・２歳児 112.5% 66.7% 66.7% 66.7%

３歳以上児 76.0% 111.8% 86.4% 135.7%

合 計 76.3% 82.4% 71.8% 90.3%

０ 歳 児 9. 9. 9. 9.

１・２歳児 28. 28. 28. 28.

３歳以上児 0. 0. 0. 0.

合 計 37. 37. 37. 37.

０ 歳 児 0.

１・２歳児 0.

３歳以上児 0.

合 計 0.
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保育提供体制の確保のための実施計画（保育提供区域） 北部

年齢



（別添）

①採択種類（あてはまるもの全て）

メールアドレス kc-130100@city.kochi.lg.jp

（１）
今年度受けたい採択及び財政支援を選択してください。
※「こども誰でも通園制度」に関するものを除く。

【採択の種類】
採択１：待機児童対策

 要件①　当該年度４月１日時点で待機児童数10人以上が見込まれる
 要件②　過去３年間のいずれかで待機児童数１人以上生じている、

　　又は、
　 令和５年度と令和６年度のいずれかで財政支援の対象となる事業を実施している

 要件③　当該年度４月１日時点で待機児童数１人以上が見込まれる、
　　又は、

　 今後潜在的なニーズも含め保育ニーズの増大が見込まれる
※既に設置主体となる事業者と協議等を進めていた場合に限る。

　採択２：人口減少対策
　採択３：その他の地域課題

採択１（待機児童対策のうち要件①） 採択１（待機児童対策のうち要件②）

所属（課・室） こども未来部　保育幼稚園課

採択１（待機児童対策のうち要件③）

　【採択により受けられる支援】
　　待機児童対策

 要件①　：　Ａ（※１）、Ｂ（※１）、C、E、F、K、M、N
　　要件②　：　E、F、K、M、N
　　要件③　：　C

　　人口減少地域　：　Ａ（※２）、Ｂ（※２）、C
　　その他地域課題　：　D、G、H、I、J、L

※１　待機児童対策のために定員増をともなう整備・改修（財政力指数が１．０未満の市町村に限る）
※２　過疎地域における保育機能の確保のための整備・改修

採択２（人口減少対策）

保育需要と提供体制における課題【特定教育・保育施設】
　担当者連絡先

都道府県 高知県 担当者名 増田　滉大

市区町村 高知市 電話番号 088-855-4623

○ 採択３（その他の地域課題）



②財政支援（あてはまるもの全て）

N　幼稚園における長時間預かり保育運営費支援事業 待機児童対策
（要件①②）

L　一時預かり事業（幼稚園型Ⅱ） 地域課題

M　認可化移行運営費支援事業 待機児童対策
（要件①②）

○ J　利用者支援事業（特定型） 地域課題

K　一時預かり事業（一般型）　※緊急一時預かり事業のみ
待機児童対策
（要件①②）

H　都市部における保育所等への賃借料支援事業 地域課題

I　利用者支援事業（基本型）　※夜間加算、休日加算、機能強化のための取組のみ 地域課題

F　保育利用支援事業 待機児童対策
（要件①②）

G　広域的保育所等利用事業　※企業主導型保育事業等において単独で実施する
場合や、新制度未移行幼稚園での預かり保育を実施する施設の共同利用により実施する場合の補助
要件

地域課題

D　保育士宿舎借り上げ支援事業 地域課題

E　民有地マッチング事業 待機児童対策
（要件①②）

B　保育所等改修費等支援事業（補助率の嵩上げ） 待機児童対策（要件①）／
人口減少対策

必要な採択

C　就学前教育・保育施設整備交付金（設置主体の緩和） 待機児童対策（要件①③）／
人口減少対策

選択欄 財政支援

A　就学前教育・保育施設整備交付金（補助率の嵩上げ） 待機児童対策（要件①）／
人口減少対策



B C

F K M N

）

（２）－２
（１）①で採択１（要件①）又は採択１（要件③）を選択した場合、待機児童の発生要因について
貴市区町村の保育提供体制の状況を踏まえて記載してください。

⑤その他（具体的
に：

（２）－１
（１）①で採択１（要件①）又は採択１（要件③）を選択した場合、待機児童数の見込み方法につ
いて記載してください。
※採択１（要件③）のうち「待機児童が見込まれない場合であっても今後潜在的なニーズも含め保育ニーズの増大を見込んでいる」に該
当する場合には、保育ニーズの増大が見込まれる理由について記載してください。

（２）－４
（２）－３で選択した項目に対して、貴市区町村において取り組んでいる内容について具体的に
記載してください。

（２）－５
財政支援Ａ、Ｂ、C、E、F、K、M、Nについて、（２）－２～（２）－４で記載した内容も踏まえて、そ
の財政支援を必要とする理由を希望する財政支援ごとに記載してください。

（２）－３
待機児童対策として、貴市区町村が力を入れて取り組む課題を全て選択してください。

①認可保育所等の受け皿整
備

②認可保育所等以外の受け
皿整備

③保護者と保育所等のマッチング

④保育人材の確保

設問（２）は採択１（待機児童対策）を希望する市区町村が記載対象です。
　【記載対象となる財政支援】Ａ（※）、Ｂ（※）、C、E、F、K、M、N

※ 待機児童対策のための定員増を伴う整備・改修

　採択２（人口減少対策）を希望する市区町村は（３）に進んでください。
　採択３（その他の地域課題）を希望する市区町村は（４）に進んでください。
　採択２（人口減少対策）及び採択３（その他の地域課題）を希望しない市区町村は、（５）に進んでください。

貴自治体が希望している財政支援は下記のとおり

整備費 A

整備費以外 E



）

（３）－２
貴市区町村における保育の現状について、貴市区町村における計画の内容や地域のあり方に
も言及しながら、課題、今回実施予定の整備内容及び貴市区町村における今後の保育提供体
制の在り方を具体的に記載してください。
※計画とは、市町村子ども・子育て支援事業計画だけでなく、総合計画、人口やまちづくり・地域
づくり、保育施設の再編等に関する計画などを指します。

①保育提供体制の現状・課題
※保育提供区域内の保育所等数、各保育所等の定員数及び利用児童数などを含めて記載してください。なお、実

施計画の「１．令和７年度以降の保育需要と提供体制」における「申込者数（保育ニーズ）」において、令和８年度以
降減少がみられない場合には、財政支援を受けないことにより保育ニーズの減少が見込まれると考える理由につい
て具体的に記載してください。

②実施予定の整備の詳細
※統廃合や定員の縮小に係る整備の場合には、整備実施後の保育所等数、各保育所等の定員数及び利用児童

数などを含めて記載してください。また、多機能化に係る整備の場合には、多機能化にあたってどのような事業等を
実施されるのか記載してください。なお、実施予定の整備が複数ある場合には、それぞれの内容を記載してくださ
い。

③今後の保育提供体制の在り方
※（３）－２の①②も踏まえて記載してください。

その他（具体的
に：

設問（３）は採択２（人口減少対策）を希望する市区町村が記載対象です。
　【記載対象となる財政支援】Ａ（※）、Ｂ（※）、C

※ 過疎地域における保育機能の確保のための整備・改修

　採択３（その他の地域課題）を希望する市区町村は（４）に進んでください。
　採択２（人口減少対策）及び採択３（その他の地域課題）を希望しない市区町村は、（５）に進んでください。

（３）－１
実施予定の整備について、該当するものを全て選択してください。

統廃合に係る整備 多機能化に係る整備 定員の縮小に係る整備



①課題

②今後取り組むべき内容

※上記①②に記載した計画の掲載URL・該当ページ数（ホームページ掲載されていない場合はデータ添付してください。）

）

）

以上で回答終了です。

I ○ J L

多様な教育・保育ニーズに対応するため、教育・保育の利用についての選択の幅を広げ、保育所・幼稚園・認定こども園等の情報を集
約し、利用者に対して必要な情報提供・助言をします。特に、産後の休業や育児休業後に利用する場合など、施設等を円滑に利用でき
るようにしていきます。

https://www.city.kochi.kochi.jp/soshiki/150/shienkeikaku-r7.html
第3期高知市子ども・子育て支援事業計画(計画書)38p

（４）－２
財政支援D、G、H、I、J、Lについて、（４）－１で記載した内容も踏まえて、その財政支援を必要
とする理由を希望する財政支援ごとに記載してください。

貴自治体が希望している財政支援は下記のとおり

D G H

設問（５）は採択を希望する全ての市区町村が記載対象です。

（５）
様式１－１、１－２及び当該様式の記載内容について、地方版子ども・子育て会議等で承認を
得るなど、市区町村における意思決定の状況について記載してください。
※事後承認の場合であっても、各財政支援の申請時期までには承認を得ること。

承認済み　 　（承認時期：

事後承認予定　（承認予定時期： 令和８年２月

多様な教育・保育ニーズに対応するため、行政が地域連携の機能を果たすことを前提に主として保育に関する施設等を円滑に利用でき
るようにするために実施する「利用者支援（特定型）」には、採択を受けている必要があるため。

設問（４）は採択３（その他の地域課題）を希望する市区町村が記載対象です。
　【記載対象となる財政支援】D、G、H、I、J、L

　採択３（その他の地域課題）を希望しない市区町村は、（５）に進んでください。

（４）－１
貴市区町村における保育の現状について、貴市区町村における計画の内容や地域のあり方に
も言及しながら、課題及び今後取り組むべき内容を具体的に記載してください。
※計画とは、市町村子ども・子育て支援事業計画だけでなく、総合計画、人口やまちづくり・地域
づくり、保育施設の再編等に関する計画などを指します。

少子化が進行する中で、年々保育所・幼稚園・認定こども園などの利用児童数が減少し、現在では1000人を超える空き定員が出ていま
す。教育・保育の質の向上を図るとともに、本市の子どもたちに良質な教育・保育環境を提供する取組が重要な課題となっています。

○




